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統計法（平成１９年法律第５３号）の行政記録情報関連条文（抜粋） 

 

 

 

（協力の要請） 

  第二十九条 

 行政機関の長は、他の行政機関が保有する行政記録情報を用いることにより

正確かつ効率的な統計の作成又は統計調査における被調査者の負担の軽減に相

当程度寄与すると認めるときは、当該行政記録情報を保有する行政機関の長に

対し、その提供を求めることができる。この場合において、行政記録情報の提

供を求める行政機関の長は、当該行政記録情報を保有する行政機関の長に対し、

利用目的その他の政令で定める事項を明示しなければならない。 

 

  第三十一条 

  総務大臣は、基幹統計の作成のため必要があると認めるときは、当該基幹統

計を作成する行政機関以外の行政機関の長その他の関係者に対し、当該基幹統

計を作成する行政機関の長への必要な資料の提供その他の協力を行うよう求め

ることができる。 

  ２ 総務大臣は、前項の規定による求めを行おうとするときは、あらかじめ、統計

委員会の意見を聞かなければならない。 

 

（調査票情報等の適正な管理） 

  第三十九条  

次の各号に掲げる者は、当該各号に定める情報を適正に管理するために必要

な措置を講じなければならない。 

   一 行政機関の長 当該行政機関の行った統計調査に係る調査票情報、第二十七

条第一項の規定により利用する基幹統計調査又は一般統計調査に係る調査票

情報、事業所母集団データベースに記録されている情報、第二十九条第一項の

規定により他の行政機関から提供を受けた行政記録情報及び第三十五条第一

項の規定により作成した匿名データ 

（以下略） 

 

 



- 2 - 

（調査票情報等の利用制限） 

  第四十条 

   （略） 

 ３ 第二十九条第一項の規定により行政記録情報の提供を受けた行政機関の長は、

当該行政記録情報を同項の規定により明示した利用目的以外の目的のために自

ら利用し、又は提供してはならない。 

 

（守秘義務） 

第四十一条 

 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める業務に関して知り得た個人又は法

人その他の団体の秘密を漏らしてはならない。 

一 第三十九条第一項第一号に定める情報の取扱いに従事する行政機関の職員

又は職員であった者 当該情報を取り扱う業務 

（以下略） 

 

（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の適用除外） 

  第五十二条 基幹統計調査及び一般統計調査に係る調査票情報に含まれる個人情

報（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十九

号。次項において「独立行政法人等個人情報保護法」という。）第二条第二項に

規定する個人情報をいう。以下この項において同じ。）、事業所母集団データベー

スに含まれる個人情報並びに第二十九条第一項の規定により他の行政機関から

提供を受けた行政記録情報に含まれる個人情報については、これらの法律の規定

は、適用しない。 

 

（罰則） 

第五十七条  

次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金

に処する。 

   一  （略） 

   二 第四十一条の規定に違反して、その業務に関して知り得た個人又は法人その

他の団体の秘密を漏らした者 

   三  （略） 
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【参 考】 

○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

第五十三条 

 行政機関の職員若しくは職員であった者又は第六条第二項の受託業務に従

事している者若しくは従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密

に属する事項が記録された第二条第四項第一号に係る個人情報ファイル（その

全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、二年

以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。    

 

○法人税法による守秘義務違反の罰則 

  第百六十三条 

 法人税の調査に関する事務に従事している者又は従事していた者が、その事

務に関して知ることができた秘密を漏らし、又は盗用したときは、これを二年

以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 


